
赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業実施要綱 

 

（目的） 

 

 

第１条 この要綱は、民間賃貸住宅建設用地を購入しやすいよう支援を行うことに

より民間賃貸住宅の建設を促進し、住環境の向上と移住・定住人口の確保及び地

域経済の活性化を促進することを目的とする。 

（譲渡の対象者） 

第２条 土地の譲渡を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、民間賃

貸住宅を建築する者で、次の各号に定めるところによる。 

(1)  市内に民間賃貸住宅を新築する法人又は個人 

(2)  土地の引渡しの日から起算して３年以内に民間賃貸住宅の建築を完了するこ

とを確約できる者 

(3)  土地の引渡しの日から起算して１０年間は、当該土地又は土地の上に建てられ

た賃貸住宅を第３者に譲渡若しくは賃貸借又はその他権利の移転を行わないこ

と。 

(4)  民間賃貸住宅は２戸以上又は１棟あたり４戸以上の賃貸契約を締結して賃貸

する共同住宅で、各戸に玄関、水洗便所、台所、浴室及び給湯設備が設置されて

いるもので、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項に規定する許

可を受けている市内業者が施工するもの 

(5)  各戸の床面積（共同住宅にあっては、共用部分の床面積を除く。以下同じ。）

は壁芯間の寸法により算定し、３０平方メートル以上であるもの 

(6)  対象者は市税（市民税、固定資産税、軽自動車税及び国民健康保険税）、使用

料及び手数料等を滞納していないこと。 

⑺ 対象者は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第２号から第５号に規定する暴力団の構成員でない者 

⑻ 対象者は破壊活動防止法（昭和２７年法律第２４０号）第４条に規定する暴力

主義的破壊活動を行う団体等に所属していない者 

⑼ 対象者は契約を締結する能力を有する者であること（成年被後見人、被保佐人、

被補助人（契約の締結に関し同意権付与の審判を受けた者に限る。）若しくは未

成年者（民法（明治２９年法律第８９号）第７５３条の適用を受けず、又は親権

者の同意を得ない者に限る。）又は破産者で復権を得ない者でないこと。）。 

（分譲の位置及び区画） 

第３条 分譲地の位置、面積、区画数、基準価格等は、市長が別に定める。 

（譲渡価格） 



第４条 当事業の対象とする市有地の売却価格は、基準価格の１割とする。 

 

（分譲の方法等） 

第５条 市長は、宅地を分譲しようとするときは、公募するものとする。  

２ 市長は、前項の規定により譲受人の公募を行うときは、分譲地の位置、面積、譲

渡価格、譲受人の資格に関する事項、申込期間及び申込方法その他の手続に関する

事項を広く住民等に周知するものとする。  

（分譲の申込み） 

第６条  分譲を希望する者（以下「申込者」という。）は、市長が別に定める申込期

間内に、赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地申込書（別記様式第１号）に

次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 申込者の住民票 

⑵ 誓約書兼同意書（別記様式第２号） 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

２  前項に規定する申込みに要する費用は、申込者の負担とし、いかなる理由があっ

ても市はその費用の補償はしないものとする。  

（申込書の受理等） 

第７条  市長は、前条第１項に規定する申込書が提出されたときはその内容を審査し、

申込みを受理すると決定した場合にあっては、赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事

業分譲地分譲申込書受理通知書（別記様式第３号）を、申込みを不受理と決定した

場合にあっては赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地分譲申込書不受理通

知書（別記様式第４号）を申込者に送付するものとする。 

（譲受人の決定） 

第８条  市長は、１つの区画について複数の予約者（前条の規定により申込みを受理

された申込者をいう。以下同じ。）が分譲の申込みをしたときは、抽選その他の公

正な方法（以下「抽選等」という。）により譲受人を決定するものとする。 

２  前項の場合において、公募した他の分譲地に予約者がいない区画があったときは、

同項の抽選等により譲受人として決定されなかった予約者は、当該他の分譲地の分

譲について申込みをすることができる。この場合において、譲受人の決定方法は、

前項の規定を準用する。 

３  市長は、前２項の規定により譲受人を決定したときは、赤平市民間賃貸住宅土地

購入助成事業分譲地譲受人決定通知書（別記様式第５号）により、当該譲受人と決

定した者（以下「決定者」という。）に通知するものとする。  
（土地売買契約の締結等） 

第９条  決定者は、市長が指定する契約の締結期限（以下「契約締結期限」という。）

までに、土地売買契約を締結しなければならない。ただし、市長が特別の理由があ



ると認めるときは、契約締結期限を延長することができる。  

２  決定者は、契約締結期限までに、契約保証金として譲渡代金に１０分の１を乗じ

て得た額を、市長が指定する方法により市に納入しなければならない。  

３  前項の契約保証金は、譲渡代金の一部に充当するものとする。ただし、契約保証

金には、利子を付さないものとする。  

（譲渡代金の納入）  

第１０条  決定者は、契約日から６０日以内（以下「納入期限」という。）に、譲渡

代金から前条第２項に定める契約保証金を差し引いた額を市長が指定する方法に

より、市に納入しなければならない。ただし、市長が特別の理由があると認めると

きは、納入期限を延長することができる。  

（分譲地の引渡し） 

第１１条  分譲地は、譲渡代金の完納後速やかに、市長が指定する職員と決定者が

立会いの上、現状のまま引き渡すものとする。この場合において、市長は、赤平市

民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地宅地引渡書（別記様式第６号）を決定者に交

付し、決定者は、赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地宅地受領書（別記様

式第７号）を市長に提出するものとする。 

２ 決定者は、分譲地の引渡し後、分譲地を常に良好に管理し、快適な住宅環境の維

持に努めなければならない。 

３  分譲地の管理責任は、分譲地の引渡しを行ったときから決定者に移るものとし、 

管理上の一切の費用及び災害その他の損害は決定者の負担とする。 

  （所有権移転登記及び買戻し特約登記） 

第１２条  市長は、分譲地の引渡し後、速やかに決定者に対し、分譲地の所有権移転

登記及び買戻し特約登記を行うものとする。 

２  前項に規定する買戻し特約登記の期間は、契約日から１０年とする。  

３  登録免許税その他登記に要する経費は、決定者の負担とする。  

（建築工事の着手及び居住）  

第１３条  決定者は、契約日から３年以内に民間賃貸住宅の建築工事に着手しなけれ

ばならない。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。  

２  決定者は、民間賃貸住宅の建築工事に着手したときは、速やかに赤平市民間賃貸

住宅土地購入助成事業分譲地民間賃貸住宅建築着手届（別記様式第８号）に次に掲

げる書類を添えて、市長に届出しなければならない。  

⑴ 民間賃貸住宅の建築工事に着手したことを確認できる書類 

⑵ その他市長が必要と認める書類  

（制限行為） 

第１４条  決定者は、契約日から１０年間は、次に掲げる行為をしてはならない。 

⑴  分譲地に地上権、質権、使用貸借権、その他の使用収益を目的とする権利を



設定すること。ただし、ローンとして住宅金融支援機構等を利用する抵当権の

設定は除く 

⑵  分譲地を第三者に賃貸し、又は売買、贈与、交換及び出資等により分譲地の

所有権を移転すること。ただし、相続により当該権利が移転する場合を除く。  

（禁止行為） 

第１５条 決定者は、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 分譲地を暴力団事務所、風俗営業、性風俗特殊営業その他これらに類する事

業に供すること。 

(2) 分譲地の形状を変更すること。ただし、隣地所有者及び赤平市の承諾を得た

場合においては、この限りでない。 

(3) その他社会通念上、近隣の住人に迷惑を及ぼすおそれがある行為をすること。 

（譲受人の決定の取消し及び土地売買契約の解除）  

第１６条  市長は、決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、譲受人の決定を

取り消し、又は土地売買契約の解除をすることができる。この場合において、既に

納入された譲渡代金がある場合は、決定者に返還するものとする。ただし、この返

還金には利息は付さないものとする。 

(1) 譲受人の決定の取消し又は契約の解除を書面で申し出たとき。 

(2) 虚偽の記載又は不正な手段によって分譲の申込みが行われたとき。 

(3) 譲受人の基準を欠くに至ったとき。 

(4)   正当な理由がなく、土地売買契約を締結しないとき又は契約保証金を納入し   

ないとき若しくは譲渡代金を完納しないとき。 

(5) 正当な理由なく、分譲地の引渡しを受けないとき。 

(6) 第１２条に規定する登記に協力しないとき。 

(7) この要綱又は土地売買契約の規定に違反したとき。  

２  市長は、譲受人の決定を取り消した場合にあっては赤平市民間賃貸住宅土地購入

助成事業分譲地分譲決定取消通知書（別記様式第９号）により、契約を解除した場

合にあっては赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地分譲契約解除通知書（別

記様式第１０号）により、決定者に通知しなければならない。   

（買戻し権の行使）  

第１７条  市長は、決定者が、この要綱又は第９条に規定する契約に違反したときは、

既に納付された分譲の代金を返還し、分譲地を買い戻すことができる。この場合に

おいて、当該返還金には利子を付さないものとする。   

（原状回復の義務）  

第１８条  決定者は、次の各号のいずれかに該当するときは、自己の負担において当

該分譲地を原状に回復し、返還しなければならない。 

⑴ 前条の規定により市長が分譲地を買い戻したとき。 



⑵ 第１５条に規定する禁止行為を行ったとき。 

⑶ 第１６条に規定により土地売買契約の解除を行ったとき。  

（違約金） 

第１９条  第１６条の規定により譲受人の決定を取消し又は契約を解除した場合は、

決定者は、違約金として譲渡代金に１０分の１を乗じて得た額を、市に支払わな

ければならない。  

２  前項の違約金は、既に納入した譲渡代金又は契約保証金からこれを充当すること

ができるものとする。  

（その他） 

第２０条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

(施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年７月１日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和７年３月３１日まで、その効力を有する。ただし、当該期日ま 

でに分譲代金の納入をした者については、この限りでない。 

３ 第１４条から第１９条までの規定については、この規定が失効後もなお、その効 

力を有するものとする。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する 

 

附 則 

この要綱は、令和５年１２月１日から施行する 

 

 



別記様式第１号（第６条第１項関係）  

年   月   日 

赤平市長         様 

 申込者  住 所 

   氏 名                         ㊞ 

 

赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地申込書  

 

民間賃貸住宅分譲地の分譲を希望しますので、赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業

実施要綱第６条第１項の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申し込みます。 

記 

希望分譲地名称  希望区画番号  

 

申 

 

込 

 

者 

 

現住所 
〒 

電話番号 
自宅  

携帯 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

名  称 

 生年月日  

（年齢） 

年   月   日 

（    歳） 

職 業   

勤務先 
所在地  

名 称  

 

 

民間賃貸住宅建設計画 

 

住宅の構造（予定） 造 

階数・戸数（予定）        階建て   戸 

着手（予定） 年    月 

完成（予定） 年    月 

備  考 
 

 

誓約事項   

１  この申込書に記入した内容については、全て事実に相違ないことを誓約します。 

２  この申込書において虚偽の記載をしたときは、本申込書を無効とされ、又は民間賃

貸住宅分譲地の分譲の決定を取り消されても異議を申し立てません。 

 

署 名              

 

添付書類  

１ 誓約書兼同意書（別記様式第２号） 

２ その他市長が必要と認める書類 

 



別記様式第２号（第６条第１項関係） 

 

誓 約 書 兼 同 意 書 
 

 

私は、赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業の申請条件を全て理解した上で申請し、

申請書及び添付書類に記載した事項並びに以下に記す事項について、すべて相違ないこ

とを誓約いたします。 

また、赤平市が申請条件の確認を行うにあたり、必要があるときは、申請書に記入し

た項目の納税状況等について調査することに同意いたします。 

 

 

記 

 

 １ ３年以内に、当該分譲地に民間賃貸住宅の建築を完了すること。 

２ 土地売買契約を締結した日から１０年間は、当該分譲地又は分譲地の上に建てられ

た賃貸住宅を第３者に譲渡若しくは賃貸借又はその他権利の移転を行わないこと。  

３ 分譲地の譲渡代金を市長が指定する期日までに納入します。 

４ 周辺の環境を阻害する行為及び公害を発生させる行為を行わないこと。 

 ５ 分譲に関する要綱その他各種法令を順守します。 

６ 次に該当する者ではありません。 

⑴  対象者は市税（市民税、固定資産税、軽自動車税及び国民健康保険税）、使用料及

び手数料等を滞納していません。 

⑵ 対象者は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号から第５号に規定する暴力団の構成員ではありません。 

⑶ 対象者は破壊活動防止法（昭和２７年法律第２４０号）第４条に規定する暴力主義

的破壊活動を行う団体等に所属していません。 

⑶  対象者は契約を締結する能力を有する者であること（成年被後見人、被保佐人、被

補助人（契約の締結に関し同意権付与の審判を受けた者に限る。）若しくは未成年者

（民法（明治２９年法律第８９号）第７５３条の適用を受けず、又は親権者の同意を

得ない者に限る。）又は破産者で復権を得ない者でないこと。）。 

 

 

 

年   月   日 

 

                    申請者 住 所  

  

氏 名                ㊞ 

 

 



別記様式第３号（第７条関係） 

  

第      号  

年   月   日 

 

    様 

 

                       赤平市長             印  

 

 

赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地分譲申込書受理通知書 
 

 

年   月   日に提出のありました申込書について内容を審査した結果、受理

することに決定しましたので、赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業実施要綱第７条の規

定により通知します。 

 

 

記 

 

 

 

希望分譲地名 
 

希望区画番号 
 

 

備   考 

この通知は、提出のありました申込書の内容を資格審査し、申込

書を受理することとしましたことを通知するものであり、希望する

区画の分譲を確約するものではありません。後日、通知する抽選会

において、譲受人を決定します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第４号（第７条関係） 

 

第       号 

年   月   日  

 

 様 

 

                       赤平市長             印  

 

 

赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地分譲申込書不受理通知書 
 

 

年   月   日に提出のありました申込書について内容を審査した結果、下

記の理由により申込書を受理しないこととしましたので、赤平市民間賃貸住宅土地購入助

成事業実施要綱第７条の規定により通知します。  

 

記 

 

希望分譲地名 
 

希望区画番号 
 

 

 

 

不受理の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第５号（第８条第３項関係） 

                                                                 第      号  

年   月   日 

 

 様 

 

                      赤平市長             印  

 

 

赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地譲受人決定通知書 
 

 

年   月   日に申込のありました赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業の

分譲について、下記のとおり譲受人に決定しましたので、赤平市民間賃貸住宅土地購入助

成事業実施要綱第８条第３項の規定により通知します。 

 

 

記  

 

分譲地名称 
 

区画番号 
 

土地の所在 
 

面 積 ㎡ 

分譲価格 円 

契約保証金 円 

契約保証金納入期限 年   月   日 

 

 

 

備    考 

次に該当する場合には、決定を取り消すことがあります。 

⑴ 譲受人の基準を満たさなくなったと認めるとき。 

⑵ 分譲の申込みが虚偽の記載又は不正な手段によって行わ

れたとき。  

⑷  譲受人の決定の取消しを書面で申し出たとき。 

⑸  正当な理由がなく、期限内に土地売買契約を締結しな

いとき又は契約保証金を納入しないとき。  

 

 

 



別記様式第６号（第１１条第１項関係） 

 

 

 

赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地宅地引渡書 
   

 

 

 

 譲渡物件の表示  

分譲地名称 
 

区画番号 
 

土地の所在 
 

地  目 
 

地  積 ㎡ 

 

 

    年   月   日付け土地売買契約に基づく上記物件の引渡しをいたします。 

 

 

年   月   日 

 

様 

 

                    

 

赤平市長               印 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第７号（第１１条第１項関係）   

 

 

 

赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地宅地受領書 
 

  

 

 

 譲渡物件の表示  

分譲地名称 
 

区画番号 
 

土地の所在 
 

地  目 
 

地  積 ㎡ 

 

 

   上記の譲渡物件は、現状のまま引渡しを受け、本日以後すべて自己の責任において維持

管理をいたします。  

 

 

年   月   日 

 

 

  

赤平市長             様 

 

 

 

譲受人  住 所  

 

                 氏 名                            ㊞ 

 

 

 

 

 

 



別記様式第８号（第１３条第２項関係） 

 

年   月   日 

 

 赤平市長          様  

 

 

譲受人 住 所  

氏 名       ㊞  

                             電話番号  

 

 

赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地民間賃貸住宅建築着手届 
 

年   月   日に引渡しを受けました赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業

分譲地について、民間賃貸住宅の建築工事に着手しましたので、赤平市民間賃貸住宅土地

購入助成事業実施要綱第１３条第２項の規定により届出します。 

 

 

記 

 

 

 

 

 

分譲地名称 
 

区画番号 
 

土地の所在 
 

着手及び完了 

年月日 

着手（予定）     年   月   日  

完了（予定）     年   月   日 

 

施工業者 

所在地  

名 称 

電話番号 

備  考 
 



別記様式第９号（第１６条第２項関係） 

第      号  

年   月   日 

 

 様 

 

                       赤平市長             印  

 

 

赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地分譲決定取消通知書 
 

 

年   月   日   第   号で決定しました赤平市民間賃貸住宅土地購入

助成事業分譲地の分譲について、下記のとおり決定を取消しましたので、赤平市民間賃貸

住宅土地購入助成事業実施要綱第１６条第２項の規定により通知します。 

 

記  

 

 

分譲地名称 
 

区画番号 
 

 

 

 

取消しの理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１０号（第１６条第２項関係）  

 

第      号  

年   月   日 

 

 様 

                  

     赤平市長             印  

 

 

赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地分譲契約解除通知書 
 

年   月   日に締結しました赤平市民間賃貸住宅土地購入助成事業分譲地

の分譲契約について、下記のとおり契約を解除しましたので、赤平市民間賃貸住宅土地購

入助成事業実施要綱第１６条第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

 

分譲地名称 
 

区画番号 
 

 

 

 

解除の理由 

 

 

 


